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屋久島町地域通訳案内士育成事業業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

令和 8 年度屋久島町地域通訳案内士育成事業業務委託 

 

２ 業務の目的 

通訳案内士法第 54 条第 1 項に基づき策定し、観光庁長官の同意を得た「屋久島町地域通訳

案内士育成等計画」に基づき、屋久島町（以下「本町」という。）におけるインバウンドの受入

体制強化および質の高いガイド人材を確保するため、地域通訳案内士の育成研修および効果測

定（口述試験）等の業務を民間のノウハウを活用して効率的かつ効果的に実施することを目的

とする。 

 

３ 履行期間 

契約締結日の翌日から令和 9 年 3 月 24 日まで 

 

４ 委託料の上限額 

金 3,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

５ 業務内容 

受託者は、「屋久島町地域通訳案内士育成等計画」に基づき、次の業務を実施すること。 

(1) 受講生募集・受付業務（令和 8 年 11 月～12 月） 

募集要項の作成（応募資格：英検 2 級以上・TOEIC550 点以上等、修了後の登録時に町条

例に基づく登録手数料が別途必要となる旨を明確に記載すること） 

広報・周知活動の実施（町広報、町ホームページ、屋久島観光協会等と連携した広報・周

知） 

受講申請の受付・要件確認（屋久島学・救急資格等保持者に対する科目免除の適正な審査

および確認を含む） 

受講生からの費用（教材費・テキスト代・実習実費等。以下「受講料」という。）の徴収に

関する案内。なお、受講料の額は受講生 1 人あたり一律 10,000 円（税込）を上限とし、その

具体的な算定根拠（テキスト印刷代や教材費等の内訳）を企画提案書に明記させること。（※

受講料を徴収しない提案も可とする） 

※ 科目免除の対象となる「地域に関する知識（屋久島環境文化財団主催のセミナー等）」お

よび「救急救命（熊毛地区消防組合主催の講習等）」の受講・受験に係る費用については、

本業務における受講料には含まれず、受講生による各関係機関への直接の別払い（自己負

担）となる旨を募集要項等に明記し、受講申請者へ周知すること。 

(2) 育成研修の企画・運営（令和 9 年 1 月～2 月） 

講義および実技を含め、計 48 時間程度のカリキュラム実施 

対象言語：英語 
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主な構成科目：屋久島学（自然・気象・リスク管理）、旅程管理（3 時間／屋久島特有の運

行・事故対応マニュアル）、外国語実務・おもてなし等 

講師陣の手配（屋久島の自然・文化に精通した地域専門家および実績のある英語専門講師

等の確保） 

会場手配、教材・テキストの作成・準備、受講者の出席管理および講義の進行管理 

(3) 効果測定（口述試験）の実施（令和 9 年 2 月） 

研修修了予定者に対する口述試験（1 人あたり 15 分程度）の実施 

「緊急時における英語での誘導・状況説明能力」を必須審査項目として組み込むこと 

審査委員（英語面接官および安全管理の専門家等）の手配および合否判定の集計・報告 

(4) 成果品および実績報告（令和 9 年 3 月） 

研修修了者・効果測定合格者一覧の作成 

研修実施報告書（出席状況、講義写真、アンケート結果等をまとめたもの）の提出 

(5) その他提案事項 

委託料上限額の範囲内において、本事業の成果向上および円滑な実施に資する独自の取り

組みや提案がある場合は、本町の承諾を得て実施することができる。 

 

６ 業務の進捗管理及び打合せ 

・受託者は、契約締結後速やかに詳細な業務実施計画書および工程表を作成し、本町の承認

を得ること。 

・業務の進捗状況を共有・確認するため、必要に応じて本町と密に打合せを行うこと。 

 

７ 実績報告および完了検査 

(1) 実績報告書の作成・提出 

受託者は、業務完了後速やかに、業務の内容を記録し効果を検証した実績報告書を作成し、

提出すること。 

(2) 成果品の納品 

受託者は、以下の成果品を紙媒体 2 部および電子記録媒体（CD-R、USB メモリ等）にて

本町に提出し、完了検査を受けるものとする。 

業務完了報告書（研修実施状況・講義写真、アンケート結果等をまとめたもの） 

養成研修で使用したテキスト、教材、配布資料等のデータ 

受講生名簿、受講者出席簿、及び効果測定（口述試験）結果一覧 

(3) 研修テキスト等の著作権の帰属 

本業務の履行に伴い、受託者が新規に作成した研修テキスト、講義資料、データ等の成果

物に関する一切の権利（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む）は、業務完了

（検査合格・委託料支払い）をもって、全て屋久島町に帰属（移転）するものとする。 

(4) 受講料の徴収総額に係る精算 

受託者が受講生から直接徴収した受講料の総額（確定分）については、業務完了時におけ

る実績報告・精算（契約変更）において、委託料の確定支払額（上限 3,000,000 円）から当該
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受講料収入の総額を差し引いて支払うものとする。 

(5) 完了検査 

業務委託の完了検査は、提出された実績報告書および成果品により行う。 

 

８ その他特記事項 

(1) 権利侵害および損害賠償 

業務の履行に際し、第三者からの権利の主張、損害賠償請求等が生じたときは、本町の責

に帰すべき事由による場合を除き、受託者の責任と負担においてこれを処理解決すること。

本町に損害が生じた場合には、受託者はその損害を賠償しなければならない。 

(2) 費用の負担 

業務委託に関する協議等のため受託者が要する費用（交通費、通信費等）は、すべて受託

者の負担とする。 

(3) 再委託の制限 

受託者は、業務委託の処理を他に一括して委託し、または請け負わせてはならない。ただ

し、研修講義・語学指導・講習運営等、業務の一部を専門機関等へ委託する場合であって、

あらかじめ書面により本町の承諾を得た場合はこの限りではない。 

(4) 関係法令の遵守 

受託者は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）

その他関係法令を遵守するとともに、危機管理意識に基づく健全かつ安全な業務執行を図る

こと。 

(5) 秘密保持および個人情報の保護 

受託者は、個人情報の取扱いについて「個人情報の保護に関する法律」および「屋久島町

個人情報保護条例」等に基づき適正な管理を行うこと。また、業務遂行上知り得た情報また

は秘密について、本町の承諾なく第三者に漏らし、または本業務以外の目的に使用してはな

らない。契約期間が終了し、または契約が解除された後においても同様とする。 

(6) 事故等発生時の迅速な報告 

受託者は、業務実施において事故や課題等が発生した場合には、直ちに本町へ報告し、指

示を受けること。また、業務遂行上で発生した事故等による損害については、原則として受

託者の責任において処理解決するものとする。 

(7) 苦情等の対応 

受託者は、受講生および関係者からの業務委託に係る苦情等について、責任を持って誠実

に対応するものとする。 

(8) 関係書類の保管および検査協力 

受託者は、業務委託に関する会計関係書類・経理書類等を整備・保管（契約終了後 5 年間）

し、本町から書類の提出請求や実地検査等の要請があった場合は、これに協力しなければな

らない。 

(9) 仕様等の変更および疑義の決定 

業務委託の内容について、本町と受託者との調整の中で変更が生じる場合は、両者協議の
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上で決定する。また、本仕様書に記載のない事項および業務上疑義が生じた事項については、

その都度本町と受託者が誠実に協議して決定するものとする。


